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 トランプ大統領による貿易政策は、消費者利益や税収の確保よりも、米国企業の業績改善を

重要視していることを示唆し、そうであるならば、物価上昇により消費者の生活が悪化する

ことを説いても響かない。 
 米国政府にアピールすべきは、在米日系企業による雇用創出規模のみならず、いかに技術の

高い日本企業が進出しているか、そしてそうした企業のサプライチェーンにどれだけ米国企

業が含まれているかである。

バイデン前政権においては輸出規制が貿易政

策の中心となっていたが、2025 年 1 月に再就任

したトランプ大統領は、これを再び関税政策に

戻した。中国からの輸入品に対し、2 月 4 日か

ら 10%、3月 4日から 20％の追加関税を課した。

3 月 4 日には、カナダとメキシコからの輸入品

に対しても 25%の追加関税を実施し、3 月 12 日

には全ての国からの鉄鋼・アルミニウム関連輸

入品に 25%の関税を発動した。 
本稿では、トランプ大統領によるこうした関

税政策の動機、目的を、経済理論に基づいて解

釈する。これにより、トランプ大統領が何を重

視しているために追加関税を課しているのか、

また本来の目的を達成するうえで、追加関税を

課すだけで十分なのかを議論する。 
 
Protection for Sale モデル 

国内企業を代表する利益団体の政治活動を考

慮しつつ、輸入関税などの貿易政策の決定要因

を分析する経済理論モデルとして、Grossman 
and Helpman (1994)による Protection for Sale
モデル（PS モデル）が挙げられる。このモデル

では、政府は国内の社会厚生の最大化を目指す

のではなく、政府自身の目的関数を最大化する

ように、貿易政策、例えば輸入に際しての関税

水準を決定すると考える。この目的関数は、消

費者が消費活動から得る便益、企業の利潤、関

税政策から得られる税収から成る社会厚生と、

経済・産業団体から得られる政治献金を加重平

均したものとなる。この目的関数を最大にする

ような輸入関税率が「政治的」最適関税率とし

て選択される。 
 一般に、輸入関税が上昇したときの効果は以

下のように整理できる。輸入関税が上昇すると、

消費者が直面する商品価格が上昇するため、消

費額が落ち込み、消費者利益が損なわれること

になる。輸入品の価格上昇は、競合品を生産す

る国内企業の商品に対する需要を相対的に高め、

価格の上昇と売り上げの増加により国内企業の

利潤は増加する。また、関税率の上昇は輸入額

を減少させるため、関税率×輸入額で得られる

関税収入に与える影響は曖昧である。しかし、

関税が高率になると、輸入額が著しく縮小し関

税収入は減少することになる。政府が社会厚生

を最大にする場合、これらの利得と損失のバラ

ンスをとるように、関税率が決定される。 
特に、その国の貿易政策が国際価格にほとん

ど影響を与えない場合、消費者の損失が著しく

大きく、関税率をゼロにすることが最適となる。

しかし、企業の立場からは、社会厚生を最大に

する関税率は過小であり、より高い関税を望む。

そこで、国内企業は利益団体を組織し、関税率

が高いほど大きな献金（ないし寄付）をする「条

件付き献金」を政府に提示する。厚生を最大化

する水準以上の関税率の引き上げは、厚生を悪

化させるものの、献金を増加させるため、政府
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はそのバランスをとるように「政治的」最適関

税率を決定する。結果的に、政府が相対的に政

治献金を社会厚生よりも重視するほど、関税率

は高くなる。 
 
トランプ関税 
 トランプ第一次政権の際には、中国向けの関

税率を段階的に、そして網羅的に上昇させた。

つまり、関税率を当時の水準よりも上げること

を最適と見なしたことになる。これは、消費者

や税収に与える悪影響よりも、米国企業の業績

改善をより重要視して政策決定をしていること

を意味する。そうであるならば、関税引き上げ

が物価上昇により消費者の生活が悪化すること

をトランプ大統領に説いても、ほとんど響かな

いことになる。 
 トランプ第二次政権でも関税率の上昇が続い

ているが、輸入を減らすと同時に外国企業の米

国進出を促す発言が増えている。この発言には、

多額の補助金を通じて外国企業を誘致しようと

する、バイデン前政権による CHIPS & Science 
Act を揶揄する目的もあろう。ともかく、米国

政府の目的関数に対内直接投資が含まれるよう

になったと言えよう。 
 
直接投資の導入 

PS モデルに直接投資（企業の海外進出）を加

えると、関税率が上昇したときの理論的帰結は

どのように変わるのであろうか。ここでは Xue 
(2024)をもとに議論する。企業の海外進出を許

容すると、関税率の上昇は関税回避型の直接投

資を増加させることになる。すなわち、輸送費

や関税を支払って本国から米国に輸出するより

も、米国に工場を設立し、米国国内から販売す

る外国企業が増えることになる。同様に、海外

から米国に輸出していた米国企業においても、

本国回帰する企業が増える。 
米国政府の目的関数に与える新たな影響は以

下のようになる。輸出から現地生産・販売に切

り替わった外国製品では、輸送費や引き上げら

れた関税がかからない分、製品価格は低下する

であろう。これは消費者に便益をもたらす要素

である。さらに、外国企業の米国進出は、米国

内で生み出される企業利潤も増加させることに

なる。また、製品価格の低下は、海外生産から

米国生産に切り替えた米国企業にも当てはまる。

これらの要素は、関税率の上昇による社会厚生

の低下を抑制し、高い追加関税がより選択され

やすくなる。 
ただし、企業は本国に利潤を送金するかもし

れない。その場合、在米外資企業の利潤は米国

政府の目的関数から外れることになる。また、

海外から米国に戻った米国企業についても、海

外から送金されていた分が国内利潤に変わるだ

けかもしれない。外国企業の進出により、米国

国内で操業する企業が増えているため、競争が

激化すると同時に労働市場はひっ迫し、企業当

たりの需要規模も縮小するため、米国企業では、

送金分より国内利潤は小さくなりやすい。以上

から、企業が本国に利潤を送金するならば、直

接投資を考慮した経済モデルにおいても、関税

が米国政府の利得に与える影響はほとんど変化

しないであろう。 
 
終わりに 

政治活動を考慮した経済理論によると、トラ

ンプ大統領による追加関税は、消費者の生活向

上などよりも、国内企業の業績向上を最優先に

した貿易政策を行なった結果と捉えられる。こ

の追加関税によって外国企業も進出してくれば、

一石二鳥と考えているかもしれないが、関税回

避を目的とした外国企業の進出は実際には米国

（政府）に新たな富を生まないかもしれない。 
外国企業の進出が米国企業の業績向上に資す

るには、技術的に優れた企業の進出を助け、そ

の外国企業のサプライチェーンに米国企業が組

みこまれ、技術移転等、様々なスピルオーバー

効果を享受することが重要である。したがって、

日本が追加関税の賦課を回避すべく、米国政府

との交渉においてアピールすべきは、既に技術

の高い日本企業が米国に進出し雇用を創出して

いるのみならず、そうした企業のサプライチェ

ーンに米国企業が含まれることにより、その業

績の向上にも貢献している点であろう。 
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